
４ 国内産食糧用麦の流通動向

（１）取引の概要

国内産食糧用麦は、加工原料としての商品特性から、需要
に応じて計画的に生産できるよう、は種前契約に基づく取引
が行われています。

平成12年産から、取引の指標となる透明性のある適正な価
格を形成するため、は種前に販売予定数量の３割について入
札が行われています。残りの７割については相対取引が行わ
れており、その価格については、入札で形成された指標価格
（落札加重平均価格）を基本として、取引当事者間で決めら
れています（図Ⅲ－３）。

また、取引を円滑に進めるため、生産者、需要者等で構成
される民間流通連絡協議会において、取引に必要な情報交換、
取引に係る基本事項の見直し等が行われています（表Ⅲ－
７）。

今後とも、国内産食糧用麦については、円滑な流通が確保
されるよう、は種前契約を基本としつつ、国内産食糧用麦を
めぐる状況に適時適切に対応していくこととされています。

図Ⅲ－３ 国内産食糧用麦の基本的な流通フロー

表Ⅲ－７ 国内産食糧用麦の入札の仕組み

項 目 概 要 見直しの変遷

実施主体 一般社団法人 全国米麦改良協会

実施時期 は種前に２回実施（８～９月） 平成13年産から１回→２回へ見直し

上場数量
産地銘柄別に販売予定数量が小麦３千トン以

上、大麦・はだか麦１千トン以上の銘柄につい
て、その30％を上場（ほかに希望上場あり）

基準価格

小麦は前年産の落札加重平均価格に当年産の
入札実施時点での外国産麦の政府売渡価格の変
動率を乗じた価格、大麦・はだか麦は前年産の
落札加重平均価格

小麦の外国産麦との連動は平成24
年産から実施

値幅制限 基準価格の±10％

小麦
平成12年産～16年産：±5％
平成17年産～21年産：±7％
平成22年産：±10％
平成23年産：±30％
平成24年産～ ：±10％
大麦・はだか麦
平成12年産～18年産：±5％
平成19年産～21年産：±7％
平成22年産：±10％
平成23年産：±15％
平成24年産～ ±10％

取引価格の
事後調整(小

麦のみ)

外国産食糧用小麦の政府売渡価格の改定（4、
10月）に合わせて、は種前の入札又は相対によ
り契約された価格に外国産食糧用小麦の政府売
渡価格の変動率を乗じて取引価格を改定

平成23年産から実施

申込限度
数 量

買い手別に
上場数量×買受実績シェア×1.45

小麦は平成17年産から､大麦及びは
だか麦は平成19年産から1.35→1.45
へ見直し

相対取引
入札で形成された指標価格を基本に、生産者

団体と需要者の間で協議・決定
平成19年産から過去の実績シェア

に基づく取引ルールを廃止

再入札

第１回入札及び第２回入札において、落札残
数量が発生した場合は、売り手の希望により再
度入札に付すか相対による契約を行うかいずれ
かの方法をとることができる。

平成25年産から売り手の申し出に
より、再入札における入札の値幅を
設定できること等を規定。

生産者団体から販売予定数量、需要者団体から購入希望数量の相互提示

入札取引の実施（販売予定数量の約３割）

相対取引の実施（販売予定数量の約７割）

は 種（秋まき。春まきは収穫年の４月）

収 穫 及 び 検 査

生産者団体と
需要者の間で、
は種前に契約
を締結

需 要 者 へ 引 渡 し

＜生産の流れ＞

麦の生育期間

＜契約の流れ＞

は種前契約に基づき、計
画的に作付（は種）

収穫前年
７月～

８～９月

９月～

～12月

６～８月

６月～

収穫年

※26年産から、国内産麦の需要拡大を図るため、地域の食文化のブランド化等による高付加価値化の取組
等に対し、安定的な原料供給が可能となる需要拡大推進枠を導入。
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表Ⅲ－８ 国内産食糧用麦の供給量
（単位：千トン）

注：平成18年産は麦作経営安定資金交付対象数量、平成19年産以降は集荷団体からの聞き
取り数量である。

（２）流通の動向

平成29年産の国内産食糧用小麦の供給量は、前年産から

約10万７千トン増加し、約84万１千トンとなっています。

また、国内産食糧用大麦及びはだか麦の供給量は、前年

産から約１万４千トン増加し、約10万６千トンとなってい

ます（表Ⅲ－８）。

生産者側から提示された平成30年産麦の販売予定数量は、

国内産食糧用小麦で約83万４千トン、国内産食糧用大麦及

びはだか麦で約10万８千トンとなっています。

一方、需要者側から提示された平成30年産麦の購入希望

数量は、国内産食糧用小麦で約88万トン、国内産食糧用大

麦及びはだか麦で約14万８千トンとなっています（表Ⅲ－

９）。

表Ⅲ－９ 国内産食糧用麦の販売予定数量及び購入希望数量の推移

（単位：千トン、％）

資料：民間流通連絡協議会調べ。
注：四捨五入の関係で差し引きが一致しないことがある。
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年産 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
29

(見込)

小　　　麦 871 841 639 532 694 811 767 808 946 734 841

大麦・はだか麦 109 125 100 84 98 93 105 103 103 92 106

年産 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

販売予定数量① 861 887 906 909 951 948 909 905 880 820 846 834

購入希望数量② 802 833 880 818 859 904 869 751 802 834 875 880

①－② 59 54 25 91 91 44 40 154 78 ▲ 14 ▲ 29 ▲ 46

（①－②）／①（％） 6.9 6.1 2.8 10.0 9.6 4.7 4.4 17.0 8.9 ▲ 1.8 ▲ 3.4 ▲ 5.5

販売予定数量① 113 121 132 134 127 122 116 110 112 113 112 108

購入希望数量② 174 199 219 135 149 147 138 141 149 145 138 148

①－② ▲ 61 ▲ 78 ▲ 87 ▲ 1 ▲ 23 ▲ 26 ▲ 21 ▲ 31 ▲ 37 ▲ 32 ▲ 26 ▲ 39

（①－②）／①（％）▲ 53.8 ▲ 64.0 ▲ 66.0 ▲ 0.6 ▲ 17.9 ▲ 20.9 ▲ 18.2 ▲ 28.2 ▲ 33.0 ▲ 28.4 ▲ 23.4 ▲ 36.3

小

麦

大

麦

・

は

だ

か

麦



表Ⅲ－10 国内産食糧用麦の入札結果の推移

資料：一般社団法人全国米麦改良協会調べ。

注：価格は、税込み（26年産までは５％、27年産以降は８％）である。

５ 国内産食糧用麦の価格の動向

（１）平成30年産の入札の概要

平成30年産麦の入札は、第１回は平成29年９月13日に、第

２回は平成29年９月27日に実施されました。

麦種別の入札結果をみると、小麦は、上場数量約21万９千

トンのうち約21万１千トンが落札（落札率96.4％）され、落

札価格は53,624円/トン（対前年産比104.0％）となりました。

小粒大麦は、上場数量約１万２千トンのうち、約１万１千

トンが落札（落札率97.4％）され、落札価格は46,708円/トン

（対前年産比99.6％）となりました。

大粒大麦は、上場数量約６千９百トンのうち約６千３百ト

ンが落札（落札率92.2％）され、落札価格は53,384円/トン

（対前年産比105.8％）となりました。

はだか麦は、上場数量約２千６百トンのうち、約２千５百

トンが落札（落札率96.1％）され、落札価格は52,876円/トン

（対前年産比109.0％）となりました（表Ⅲ－10）。

なお、国内産小麦については、近年消費者の国産志向の高

まりなどを受け、大手外食チェーンや２次加工メーカーが国

内産小麦を使用したパン・中華麺等の商品を相次いで発表す

るなど人気が高まってきています。これらを背景として、平

成30年産小麦の落札価格は、多くの銘柄で値幅制限の上限付

近となっており、また、申込倍数も1.5倍と高いものとなって

います。
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19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

上場数量

（トン）①
235,850 243,510 243,020 242,310 251,370 250,980 244,880 244,320 234,010 213,360 221,380 218,500

落札数量

（トン）②
225,550 234,930 238,410 189,350 247,770 245,320 220,590 188,240 192,240 201,140 214,060 210,560

落札率

②/①
95.6% 96.5% 98.1% 78.1% 98.6% 97.7% 90.1% 77.0% 82.2% 94.3% 96.7% 96.4%

落札価格

（円/トン）
40,629 43,229 59,885 55,241 48,732 58,340 49,333 49,319 49,770 54,164 51,570 53,624

対前年産比 104.0% 106.4% 138.5% 92.2% 88.2% 119.7% 84.6% 100.0% 100.9% 108.8% 95.2% 104.0%

上場数量

（トン）①
11,530 12,240 13,590 14,210 13,300 11,760 11,220 11,290 11,930 12,210 12,200 11,750

落札数量

（トン）②
11,530 12,050 13,510 14,040 13,170 11,550 10,850 10,900 11,830 12,090 12,200 11,440

落札率

②/①
100.0% 98.4% 99.4% 98.8% 99.0% 98.2% 96.7% 96.5% 99.2% 99.0% 100.0% 97.4%

落札価格

（円/トン）
41,961 45,479 59,709 53,448 45,871 46,485 46,453 46,290 47,595 47,565 46,880 46,708

対前年産比 106.4% 108.4% 131.3% 89.5% 85.8% 101.3% 99.9% 99.6% 102.8% 99.9% 98.6% 99.6%

上場数量

（トン）①
10,020 10,020 9,690 10,330 9,290 9,000 8,700 7,210 7,620 7,450 7,620 6,880

落札数量

（トン）②
8,050 8,880 8,920 8,910 7,990 7,990 7,830 6,480 7,130 6,600 6,700 6,340

落札率

②/①
80.3% 88.6% 92.1% 86.3% 86.0% 88.8% 90.0% 89.9% 93.6% 88.6% 87.9% 92.2%

落札価格

（円/トン）
34,502 36,532 50,492 46,097 39,649 40,394 41,582 42,881 45,740 47,827 50,442 53,384

対前年産比 106.2% 105.9% 138.2% 91.3% 86.0% 101.9% 102.9% 103.1% 106.7% 104.6% 105.5% 105.8%

上場数量

（トン）①
2,720 2,910 3,150 3,030 3,260 3,060 2,830 2,840 2,890 2,740 2,660 2,570

落札数量

（トン）②
2,720 2,910 3,150 3,030 3,090 3,020 2,830 2,810 2,810 2,520 2,600 2,470

落札率

②/①
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 94.8% 98.7% 100.0% 98.9% 97.2% 92.0% 97.7% 96.1%

落札価格

（円/トン）
39,705 42,222 58,527 61,489 52,791 51,905 52,294 49,656 47,712 46,547 48,527 52,876

対前年産比 106.6% 106.3% 138.6% 105.1% 85.9% 98.3% 100.7% 95.0% 96.1% 97.6% 104.3% 109.0%

年産  

小麦

小粒大麦
（六条大麦）

大粒大麦
（二条大麦）

はだか麦



平成30年産国内産食糧用小麦の入札結果をみると、産地別銘柄別

の需給状況等を反映して落札価格に差が生じています。

代表的な銘柄である北海道産「きたほなみ」は、前年産の価格を

4.5％上回る56,148円/トン、価格が高い水準にある香川県産「さぬ

きの夢2009」は、前年産の価格を2.1％上回る63,549円/トンとなり

ました。また、パン・中華麺用の北海道産「ゆめちから」は、前年

産の価格を6.0％上回る53,188円/トン、北海道産「春よ恋」は、前

年産の価格を6.0％上回る58,283円/トンとなりました（図Ⅲ－４、

図Ⅲ－５）。

図Ⅲ－４ 平成30年産国内産食糧用小麦の産地別銘柄別落札価格

資料：農林水産省調べ
注：外国産小麦5銘柄加重平均価格は、平成29年４月期の輸入小麦の政府売渡価格である。

（２）平成30年産国内産食糧用小麦の産地別銘柄別落札価格の動向

30,000

資料：農林水産省調べ
注１：国内産小麦の価格は、（一社）全国米麦改良協会が実施する民間流通麦にかかる入札の第１回、第２回
及び再入札の落札加重平均価格（税込み）。年産の下段の（ ）内は当該第１回入札の実施年月である。
注２：外国産小麦の価格は、18年までは当該年度平均の実績価格であり、19年以降は、民間流通麦にかかる第
１回入札の実施年月時点での輸入小麦の政府売渡価格（５銘柄平均）である。
注３：ホクシン（きたほなみ）については、22年産までは「ホクシン」の価格であり、23年産からは「きたほ
なみ」の価格である。
注４：さぬきの夢については、24年産までは「さぬきの夢2000」の価格であり、25年産からは「さぬきの夢
2009」の価格である。
注５：農林61号（さとのそら）については、23年産までは「農林61号」の価格であり、24年産からは「さとの
そら」の価格である。

図Ⅲ－５ 国内産食糧用小麦の産地別銘柄別落札価格の推移
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60,000

（単位：円/トン、税込み）

北海道ゆめちから 53,188

福岡ミナミノカオリ 57,945

滋賀農林61号 45,791

茨城さとのそら 39,518

佐賀チクゴイズミ 49,923

岩手ゆきちから 36,014

全銘柄落札加重平均 53,624

香川さぬきの夢2009 63,549

北海道きたほなみ 56,148

外国産小麦5銘柄加重平均 50,690

群馬さとのそら 46,182

北海道キタノカオリ 53,454

大分チクゴイズミ 46,657

福岡シロガネコムギ 48,211

佐賀シロガネコムギ 47,170

40,000

福岡チクゴイズミ 49,274

滋賀ふくさやか 45,862 

兵庫シロガネコムギ 52,383

岐阜イワイノダイチ 41,059

埼玉さとのそら 42,965

宮城シラネコムギ 37,794 

群馬つるぴかり 47,038

北海道春よ恋 58,283

愛知きぬあかり 46,359 

北海道はるきらり 51,005

50,000

埼玉あやひかり 40,485

岐阜さとのそら 42,659
30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
年産

（単位：円/トン、税込み）

茨城さとのそら

39,518円/㌧

北海道ホクシン

香川さぬきの夢2009
63,549円/㌧

北海道きたほなみ

56,148円/㌧

茨城農林61号

香川さぬきの夢2000
北海道ゆめちから

53,188円/㌧

外国産小麦

５銘柄平均

50,690円/㌧

（11.9） （12.8） （13.8） （14.8） （15.8） （16.8） （17.8） （18.10）（19.9） （20.8） （21.10）（22.12） （23.9） （24.10）（25.10） （26.9） （27.9） （28.9）

北海道春よ恋

58,283円/㌧

（29.9）



６ 国内産麦の新品種の育成状況

（１）国内産麦については、縞萎縮病抵抗性や耐倒伏性を備え、

需要者等のニ－ズに合った新品種の開発が進められ、「農業

新技術２０１１」に選定した２品種をはじめ、多数の品種が

生産現場へ導入されています（図Ⅲ－６）。

（２）今後とも、赤かび病抵抗性や穂発芽耐性が高い小麦品種、

小麦粉の色相や製粉性が優れる日本麺用小麦品種、パンの膨

らみがカナダ産「１ＣＷ」並の小麦品種、焼酎・押麦・味噌

などの加工適性が高い大麦品種等の開発を推進します。

※「農業新技術２０１１」

農業試験研究独立行政法人等による農業技術に関する研究成果の

うち、早急に現場への普及を推進すべきと考えられる重要なもの

を、農林水産省が毎年選定し公表しています。２０１１年に選定

された小麦品種「ゆめちから」及び「さとのそら」は、優れた栽

培特性と加工適性を備えており、作付けが拡大しています（平成

２８年推定値：「ゆめちから」約１万２千ha、「さとのそら」約

１万５千ha）。

※ パン用小麦品種の開発
近年、国産の小麦粉を使ったパンの需要増加に応えるため、グ
ルテンやでん粉の組成などパンの膨らみに関連する特性に注目
した育種が進められています。その結果、平成２５年に製パン
適性が「１ＣＷ」に近く多収の「せときらら」、平成２９年に
はパン生地の力が強く、穂発芽耐性や赤かび抵抗性が改良され
た「夏黄金」が育成されました。

※ 加工適性の高い大麦品種の開発
機能性成分β-グルカンを多く含むもち性大麦の需要の高まりに
応えるため、平成28年に「ホワイトファイバー」が育成されま
した。また、高品質なはだか麦の需要増加に対応して、平成24
年に味噌加工適性の高い「ハルヒメボシ」が育成されました。

図Ⅲ－６ 平成１９年以降に育成された麦類の主な新品種※

日本麺用小麦
ゆめきらり

パン用小麦
ゆめかおり
福井県大3号

六条大麦
ホワイトファイバー

北信越

日本麺用小麦
あおばの恋

パン用小麦
銀河のちから
夏黄金

東北

日本麺用小麦
さとのそら
きぬあかり

パン用小麦
ゆめかおり

二条大麦
とちのいぶき
彩の星
アスカゴールデン

六条大麦
カシマゴール

関東・東海

日本麺用小麦
ふくはるか
さぬきの夢2009

パン用小麦
ゆめちから
せときらら

はだか麦
ハルヒメボシ

近畿・中国・四国

中華麺用小麦
ちくしW２号

二条大麦
煌二条
はるみやび
白妙二条
はるか二条

九州

日本麺用小麦
きたほなみ

中華麺用小麦
つるきち

パン用小麦
ゆめちから
はるきらり

二条大麦
札育２号

北海道

※新品種のうち、平成２９年産で概ね100ha以上作付けされていると推定さ
れる品種を選定（農林水産省調べ）。
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○ ピッツァ専用粉（北海道）（小麦）
地元の製粉企業が、北海道産小麦（きたほなみ等、数品種をブレンド）

を100％使用し、「ピッツァナポレターナ ＳＴＧ」規格を満たしたピッ
ツァ専用粉を開発。平成30年２月に都内で試食会を開催し、５月末から販
売予定。

○ 市販用中華麺（群馬県）（小麦）
地元の製粉企業が、群馬県産小麦(さとのそら、つるぴかり、きぬの波)

を原料とした中華麺を開発し、平成28年９月からA-COOPで販売開始。

○ 学校給食用パン（東京都）（小麦）
都学校給食会の「学校給食パン加工規格」による配合基準に基づき、国

内産小麦を100%使用した学校給食パンを、平成27年度から都内の一部の小
中学校で提供を開始。平成28年度からは都内全域の規格として採用。

○ もち性大麦を使用した精麦商品（山梨県）（大麦）
地元の精麦企業が国内産もち性大麦の新品種である長野県産「ホワイト

ファイバー」を100％使用した精麦を商品化。同社のネット通販サイトにお
いて、平成28年10月中旬から試験販売を開始。原料となる国産もち性大麦
の生産量が整い次第、本格販売を予定。

７ 国内産麦を利用した製品の動向

食料自給率の向上を図るためには、国内産麦の需要開拓を行う

ことが必要不可欠です。最近の消費者の国産志向の高まりや生産

者と実需者が一体となった地産地消の推進、地域農業の振興を図

る取り組み等から、国内産麦を使った麦製品（パン・麺等）が増

えてきており、中には国内産麦を100％使用した商品もあります

（図Ⅲ－７）。

図Ⅲ－７ 国内産麦を100％使用した商品事例

○ 学校給食用パン、麺（静岡県）（小麦）
製粉企業数社、県学校給食会が協力し、県内小中学校に静岡県産イワイ

ノダイチを一部配合したパン、麺を提供していたところ、平成27年度よ
り、静岡県産イワイノダイチ40％、北海道産ゆめちから60％の割合に変更
したパン、麺の提供を開始。

○ もち性大麦を使用したシリアル（愛知県）（大麦）
地元の精麦企業が、食物繊維が20％を超える愛知県産もち性大麦「ワキ

シーファイバー」を使用した国内産もち麦100％シリアルを開発。平成30年
４月から販売開始予定。

○ 学校給食用パン（山口県）（小麦）
県学校給食会、県農林水産部、製粉企業が連携し、山口県産小麦「せと

きらら」を100％使用した学校給食パンを開発し、平成28年９月から県内
の小・中学校に導入。

○ 市販用小麦粉（佐賀県）（小麦）
地元の製粉企業が、平成12年４月から九州シリーズと銘打って九州産小

麦（佐賀県産シロガネコムギ、チクゴイズミ、ミナミノカオリ、福岡県産
シロガネコムギ）を100％使用した家庭用小麦粉（薄力、天ぷら、唐揚げ、
ホットケーキ、蒸しパン、お好み焼き、たこ焼き用）を販売しているが、
平成25年４月より新たにパンミックスを加え、８アイテムのラインナップ
で販売。

○ 市販用ゆで麺（長崎県）（小麦）
地元の製麺企業、近県製粉企業、県生麺協同組合、ＪＡ、県等が連携し、

平成26年３月に「長崎県育成麦活用開発協議会」を立ち上げ、長崎県産長
崎Ｗ２号（商標登録名：長崎ちゃん麦）を100％使用したちゃんぽん用の
ゆで麺を、平成28年10月と平成29年２月に県内スーパーで期間限定販売。
原料小麦の生産量が整った段階での本格販売を予定。

○ グラノーラ（熊本県）（大麦）
地元の精麦企業が、自県産二条大麦を100％使用し、国産シロップとこ

め油のみで製造した大麦本来のやさしい甘みが際立つグラノーラを平成27
年５月から販売を開始。

○ 学校給食用パン（鹿児島県）（小麦）
平成25年７月に県、町、県パン工業協同組合、生産者、ＪＡ、栄養士協

議会、学校給食会、近県製粉企業等が連携し、「鹿児島県産等小麦利用促
進協議会」を立ち上げ、鹿児島県産ミナミノカオリを100％使用した学校
給食用パンを平成25年12月から導入。平成27年３月現在、県内学校給食実
施校798校に約21万食納入。

８ 民間流通制度の運用改善の検討

国内産麦の人気の高まりにより、近年、需要量が生産量を上回

る状況が継続しており、産地が販売戦略を創意工夫できる余地が

少ない、国内産麦を積極的に使用したい実需者が必要量を確保で

きない等の課題もあります。

このため、生産者が販売に創意工夫を発揮できるとともに、実

需者も原料調達の工夫ができる環境を整備する観点から、民間流

通連絡協議会において民間流通制度の運用改善に向けた検討が行

われています。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：％）

製品の種類・製造企業の規模・産地表示
販売金額
シェア

焼そば大手製品（国内産小麦使用表示なし） 10.2
うどん大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 3.0
そば大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.8
冷やし中華大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.1
うどん大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.6
冷やし中華大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.5
ラーメン大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 1.5
うどん大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.3
焼そば大手製品（国内産小麦使用表示なし） 1.2
焼きうどん大手製品（国内産小麦使用表示なし） 1.2
うどん大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.1
焼そば大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.1
つけめん大手製品（国内産小麦使用表示なし） 1.0
ラーメン中小製品（国内産小麦使用表示なし） 0.9
うどん大手製品（国内産小麦使用表示あり） 0.9

37.9

資料：日経メディアマーケッティング社による首都圏スーパーマーケット等119店
　　におけるPOSデータに基づき農林水産政策研究所が集計。

13

2
3
4
5
6
7

14

8
9

15

上位15製品の売上高に占める国内産小麦使用表示のある製品のシェア

順位

1

10
11
12

（参考）国内産小麦を利用した製品の販売状況

（１）国内産小麦100％使用の食パンの販売額

大きなシェアを占めるにはいたっていないものの、国内産

小麦を100％使用した食パンの販売金額の推移を見ると、新製

品が登場する度に国内産小麦100％使用の食パン市場が拡大し

ています（図Ⅲ－８） 。

図Ⅲ－８ 国内産小麦100％使用の食パンの販売額の推移（首都圏）

資料：日本経済新聞デジタルメディア社による首都圏のスーパーマーケットなど100店舗におけるPOS
データに基づき農林水産政策研究所において集計。

注：食パンのうち、国内産小麦を100％使用していることが明らかな製品のみ計上。菓子パン等は
含んでいない。

表Ⅲ－11 生麺、ゆで麺（チルド）の販売金額のシェア（首都圏：平成29年）

資料：日本経済新聞デジタルメディア社による首都圏のスーパーマーケットなど119店舗におけるPOS
データに基づき農林水産政策研究所において集計。

（２）生麺、ゆで麺（チルド）の販売金額

生麺、ゆで麺全体で、上位15製品の売上高に占める国内産

小麦使用表示のある製品のシェアは38％となっています。ま

た、主要な麺製品のうどん、ラーメン、冷やし中華、焼そば

全てで、国内産小麦使用製品がランクインしています（表Ⅲ

－11）。
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図Ⅲ－９ 外食産業等と連携した農産物の需要拡大対策事業

９ 国内産麦の需要拡大イベント及び情報発信の取組

近年、生産者と実需者等が連携し、国内産麦を使用した製品が

数多く開発・販売されており、各地でイベント等の需要拡大の

取組みが行われております。

また、農林水産省としては、平成29年度、産地と外食事業者等

が連携して行う、国内産麦を活用した新商品の開発、試作、製

造するために必要な取組を支援する「外食産業等と連携した農

産物の需要拡大対策事業」を一般社団法人全国米麦改良協会を

実施主体として行っているところです。

農林水産省のホームページにおいてこれらのイベント等につい

て情報発信を行うとともに、一般社団法人全国米麦改良協会が

開設している国産麦応援情報ホームページでの情報提供等を

行っています（図Ⅲ－９～11）。

○「国内産麦使用試作品全国統一試食会・商談会」
・開催日：平成30年２月16日～18日
・場 所：池袋・サンシャインシティ展示ホールＣ（東京）

・内 容：平成28年度補正予算事業「外食産業等と連携した農産物の需要拡
大対策事業」の一環として行われた国内産麦を使用試作品の試食
会・商談会

○「国内産麦使用試作品全国統一試食会・商談会」で出品された試作品
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○第7回 全国ご当地うどんサミット2017
in 熊谷

・ 開催日：平成29年11月18日～19日
・ 場 所：熊谷スポーツ文化公園 （埼玉）
・ 内 容：全国の国内産小麦を使った「ご当

地うどん」が一同に結集、グランプリ
を決定

図Ⅲ－10 全国各地で開催されたイベント等 図Ⅲ－11 一般社団法人 全国米麦改良協会の取組

○国産麦応援情報ホームページ「日本の麦の底力」
・内容：国産小麦粉ブランド名鑑、国産小麦の逸品、イベント情報、研究
情報等を掲載

・URL: http://nihonnomugi.com/
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○子供向けＰＲ番組「ハピクラ 日本の麦を知りまＳＨＯＷ」
・内容：インターネットにおいて、麦の子供向けＰＲ番組を配信

○北海道小麦キャンプ2017 in 十勝
・ 開催日：平成29年７月18日～20日
・ 場 所：ホテル日航ノースランド帯広を主会

場とした十勝管内 （北海道）
・ 内 容：国内産小麦・北海道産小麦の価値

を全国に広める目的（小麦体感バ
スツアー などを実施）

○信州粉もん祭り
・ 開催日：平成29年11月12日
・ 場 所：ＪＡながの ちくま支所 （長野）
・ 内 容：長野県産小麦を使った粉もん料理

が大集合（うどん食堂の開設、手打
ちうどん講習会 など）

○美味しいやまなしをはさんじゃおう
・ 主 催：山梨県パン協同組合

・ 内 容：山梨県産小麦粉のパンを使ったサ
ンドイッチのレシピを募集しグランプ
リを決定。同時に山梨県小麦粉の
愛称を募集



１０ 食料・農業・農村基本計画における麦の位置付け

平成27年３月31日に平成37年度を目標とする「食料・農業・

農村基本計画」が閣議決定され、小麦は95万トン、大麦・はだ

か麦は22万トンの生産努力目標が設定されました（表Ⅲ－12）。
食料消費の見通し 生産努力

目標
（万ト
ン） 克服すべき課題

１人・１年
当たり
消費量

（kg/人・年）

国内消費
仕向量

（万トン）

平成
２５
年度

平成
３７
年度

平成
２５
年度

平成
３７
年度

平成
２５
年度

平成
３７
年度

小麦 33 32 699 611 81 95

○ 国内産小麦の需要拡大に向けた産地形成や
ブランド化

○ 実需者ニーズに対応した生産・流通体制の
確立

○ 新品種・新技術の開発・導入、輪作体系の
最適化、排水対策等による収量・品質の高位
安定化

○ 農地の集積・集約化、経営規模の拡大に対
応した省力化に資する技術の開発・導入等に
よる生産コストの低減

大麦・
はだ
か麦

0.3 0.2 208 213 18 22

○ 外国産大麦が多く用いられている焼酎用等
の国内産麦の需要拡大

○ 実需者ニーズに対応した生産・流通体制の
確立

○ 新品種・新技術の開発・導入、輪作体系の
最適化、排水対策等による収量・品質の高位
安定化

○ 農地の集積・集約化、経営規模の拡大に対
応した省力化に資する技術の開発・導入等に
よる生産コストの低減

表Ⅲ－12 麦の平成37年度における食料消費の見通し及び生産
努力目標

資料：「食料・農業・農村基本計画」（平成27年３月閣議決定）
注：１）国内消費仕向量には、飼料用等の食糧用以外の用途への仕向量を含む。

２）大麦・はだか麦の国内消費仕向量及び生産努力目標には、ビール大麦を含む。
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Ⅳ 米粉に関する動向

１ 生産動向

米粉用米の生産量は、持越在庫による原料米対応等によって
平成25年産以降２万トン前後で推移していましたが、平成29年
産は28.3千トンと、減少に転じた平成23年産に次ぐ規模まで回
復しています（表Ⅳ－１）。

２ 需要拡大に向けた対応

米粉用米の利用量は、平成25年度以降平成28年度まで、年間
２万数千トンで推移していましたが（表Ⅳ－２）、１のことか
ら、平成29年度実績は増加が期待できる状況となっています。

今後の更なる需要拡大のためには、製粉コスト低減に向けた
技術の普及に加え、

① 米粉の用途別基準表示、ノングルテン米粉製品表示の活用

② 当該表示製品を始めとした魅力ある米粉製品の開発

③ 国内・海外に向けた魅力ある日本産米粉製品情報の発信

等を推進する必要があります。

表Ⅳ－１ 上位５県の米粉用米の生産量と作付面積の推移

資料：25～28年産は新規需要米生産集出荷数量、29年産は新規需要米取組計画

認定結果（農林水産省）

（参考） 米粉及び小麦粉の販売価格（税抜き）

米粉：１００～２９０円／kg程度

（小麦粉 ：１００円／kg程度）

注1）新規需要米取組計画を認定した全需要者からの聞き取り。
注2）各年度は４～３月事業年度。

表Ⅳ－２ 米粉用米の利用量（需要者からの聞き取り）
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（単位：千トン、千ha）

25年産 26年産 27年産 28年産 29年産

生産量 5.0 5.9 9.7 8.7 13.3
作付面積 0.9 1.1 1.8 1.5 2.4
生産量 1.7 1.0 1.0 0.9 2.9
作付面積 0.4 0.2 0.2 0.2 0.6
生産量 4.1 0.8 1.0 0.0 1.7
作付面積 0.8 0.1 0.2 0.0 0.3
生産量 0.9 2.0 2.4 0.7 1.2
作付面積 0.1 0.3 0.4 0.1 0.2
生産量 0.9 1.0 1.2 1.2 1.1
作付面積 0.2 0.2 0.3 0.2 0.2
生産量 20.4 18.4 23.0 19.0 28.3
作付面積 4.0 3.4 4.2 3.4 5.3

栃木県

秋田県

群馬県

全国計

新潟県

埼玉県

（単位：千トン）

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

25 22 23 23



・農林水産大臣は、米穀の新用途への利用の促進に関する基本
方針を定める

生産製造連携事業計画

生産者 製造事業者 促進事業者

必須

米穀の新用途への利用の促進に関する法律

米穀の新用途への利用の促進に関する基本方針

・関係者が連携して計画を作成。米穀の新用途への利用の促進
に関する基本方針に照らし適切な計画について、農林水産大臣
が認定（計画期間は３～５年）

図Ⅳ 米粉用米に対する支援措置

３ 米粉用米に対する支援

① 米粉用米については、その利用の拡大を図るために、平成21年に
「米穀の新用途への利用の促進に関する法律」が制定されました。
同法に基づく「生産製造連携事業計画」の認定を受け、「農山漁村

活性化計画」の採択を受けた取組に対して、米粉用米の生産・加工
に必要な施設整備等の支援を行っています。

② 米粉用米の生産者に対する水田活用の直接支払交付金による支
援を行うとともに、米粉の特徴を活かした魅力ある新たな米粉製品の
開発、米粉の用途別基準・ノングルテン表示基準の国内・海外への
ＰＲ活動を支援しています。

③ 平成30年度は、国内・海外の需要獲得に向け、引き続き魅力ある
製品開発を推進するほか、ノングルテン表示・用途別基準により多様
化が見込まれる需要者ニーズに応じた米粉用米の生産・利用体制構
築の取組や輸出拡大の取組を支援していくこととしています。

予 算 措 置

【水田活用の直接支払交付金】
水田を活用して米粉用米等の作物を生産する農業者に対し、交付
金を直接交付 （米粉用米：収量に応じ、5.5万円～10.5万円／10a）

【農山漁村振興交付金】
米粉・飼料用米の生産・加工に係る施設整備に対し交付金を交付
（補助率：定額1/2）

【産地活性化総合対策事業】

米粉と小麦粉のミックス粉等の新たな米粉製品の開発を支援
（補助率：1/2）

金 融 措 置

【日本政策金融公庫による低利融資】（食品安定供給施設整備資金）

米粉製造施設、米粉を原料とした食品の製造、加工施設等への融資

（米粉製造革新技術等開発支援事業）

実需者ニーズに応じた米粉用米の安定的な生産供給体制を確立す
る取組を支援 （補助率：定額、1/2）

【外食産業等と連携した需要拡大対策事業】

国産農林水産物・食品の輸出等需要フロンティアの開拓を図るた
め、産地と複数年契約を締結する民間企業（外食・加工業者）に
対し、国産農林水産物を活用した新商品の開発やそれに必要な技
術開発等を支援 （補助率：定額、1/2）

【品目別輸出促進緊急対策事業】

戦略的輸出基地と連携して輸出に取り組む戦略的輸出事業者が行
う海外市場開拓、海外でのプロモーション活動の強化、海外規制
への対応の取組促進を支援 （補助率：1/2）
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品目 現在の関税率 合意内容

小麦

枠内税率：
無税＋マークアップ

枠外税率：
55円/kg

・ 現行の国家貿易制度を維持するととも
に、枠外税率（55円/kg）を維持。

・ 既存のWTO枠に加え、米国（15万㌧（7
年目以降)）【不適用】、カナダ（5.3万
㌧(同)）、豪州（5万㌧(同)）にSBS方式
の国別枠を設定。

・ マークアップを９年目までに45％削減。

大麦

枠内税率：
無税＋マークアップ

枠外税率：
39円/kg

・ 現行の国家貿易制度を維持するととも
に、枠外税率（39円/kg）を維持。

・ 既存のWTO枠に加え、SBS方式のTPP枠
（6.5万㌧(9年目以降)）を設定。

・ マークアップを９年目までに45％削減。

表Ⅴ－１ TPP11農林水産物市場アクセス交渉の結果（麦）

１ 麦のＴＰＰ11交渉の結果及び影響分析

「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的
な協定」（ＴＰＰ11協定）交渉は、平成30年3月8日（現地
時間）、チリのサンティアゴで開催されたＴＰＰ11署名式
において、署名されました。

小麦・大麦については、現行の国家貿易制度を維持する
とともに、枠外税率が維持されました。その上で、既存の
ＷＴＯ枠に加え、国別枠又はＴＰＰ枠を設定し、マーク
アップを９年目までに45％削減することとされました（表
Ⅴ－１）。

これを受けた影響の分析としては、国家貿易により国内
産麦では量的又は質的に満たせない需要分を計画的に輸入
する仕組みを維持し、新たな枠を通じた輸入は、既存の枠
を通じて現在輸入されているものの一部が置き換わること
が基本で、国産麦に置き換わるものではないことから、輸
入の増大は見込み難いものとなっています。

他方、マークアップの削減に伴い、輸入麦の価格の下落
が国産麦の販売価格に影響を及ぼすことも懸念されること
から、国内産品の安定供給が図られるための環境整備の検
討や、更なる競争力の強化が必要とされています。

Ⅴ ＴＰＰ１１及び日EU・EPAの交渉結果と対応等（麦関係）

（参考：主な麦製品）

現在の関税率
合意内容

税率 枠数量

いった小麦、
小麦粉等

（国家貿易品目）

枠内税率：
12.5～25%+ﾏｰｸｱｯﾌﾟ

枠外税率：
85～134円/kg

枠内即時無税
+ﾏｰｸｱｯﾌﾟ

（枠外税率は維持）

(発効時)  (６年目)
12.5千㌧→17.5千㌧

ベーカリー製品
製造用

小麦粉調製品
16～24%

枠内即時無税
（枠外税率は維持）

(発効時) (６年目)
米国 10.5千㌧→12千㌧【不適用】
米国以外 6.8千㌧→ 8千㌧

その他小麦粉
調製品

16～28%
枠内即時無税

（枠外税率は維持）
(発効時) (６年目)
15千㌧→22.5千㌧

マカロニ、
スパゲティ

30円/kg
９年目までに
60％削減

－

ビスケット 13%、15% ６年目に無税 －

注：１）いった小麦とは、小麦をいったものであり、主にシリアル食品等に使用される。

２）その他小麦粉調製品とは、製麺、まんじゅう等のベーカリー製品以外の製造用の

小麦粉調製品である。
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品目 現在の関税率 合意内容

小麦

枠内税率：
無税＋マークアップ

枠外税率：
55円/kg

・ 現行の国家貿易制度を維持するととも
に、枠外税率（55円/kg）を維持。

・ 既存のWTO枠に加え、SBS方式のEU枠
（270㌧(7年目以降)）を設定。

・ 枠内のマークアップを９年目までに
45％削減。

大麦

枠内税率：
無税＋マークアップ

枠外税率：
39円/kg

・ 現行の国家貿易制度を維持するととも
に、枠外税率（39円/kg）を維持。

・ 既存のWTO枠に加え、SBS方式のEU枠
（30㌧(即時)）を設定。

・ 枠内のマークアップを９年目までに
45％削減。

表Ⅴ－２ 日ＥＵ・ＥＰＡ農林水産物市場アクセス交渉の結果（麦）２ 麦の日ＥＵ・ＥＰＡ交渉の結果及び影響分析

「日ＥＵ経済連携協定」（日ＥＵ・ＥＰＡ）交渉は、平
成29年12月8日に両首脳間で交渉妥結が確認されました。

小麦・大麦については、現行の国家貿易制度を維持する
とともに、枠外税率が維持されました。その上で、既存の
ＷＴＯ枠に加え、ＥＵ枠を設定し、ＥＵ枠内のマークアッ
プを９年目までに45％削減することとされました（表Ⅴ－
２）。

これを受けた影響の分析としては、国家貿易により国内
産麦では量的又は質的に満たせない需要分を計画的に輸入
する仕組みを維持したことに加えて、少量の関税割当枠を
設定するものの、総輸入量の約0.005％と極めて少量である
ことから、小麦の輸入の増大は見込み難いものとなってい
ます。

他方、小麦粉調製品等は関税割当の設定、マカロニ・ス
パゲティ、ビスケット等の小麦製品は段階的に関税撤廃さ
れることとなっており、パスタ・菓子等のＥＵ産小麦製品
の輸入増大や価格低下が生ずることも懸念されることから、
国境措置の整合性確保及び国産原料作物の安定供給の観点
から必要な措置を講ずるとともに、更なる競争力の強化が
必要とされています。

（参考：主な麦製品）

現在の関税率
合意内容

税率 枠数量

いった小麦、
小麦粉等

（国家貿易品目）

枠内税率：
12.5～25%+ﾏｰｸｱｯﾌﾟ

枠外税率：
85～134円/kg

枠内即時無税
+ﾏｰｸｱｯﾌﾟ

（枠外税率は維持）

(発効時)  (６年目)
3.8千㌧→4.4千㌧

ベーカリー製品
製造用

小麦粉調製品
16～24%

枠内即時無税
（枠外税率は維持）

(発効時) (６年目)
10.4千㌧→14.2千㌧

その他小麦粉
調製品

16～28%
枠内即時無税

（枠外税率は維持）
(発効時) (６年目)

2千㌧→3千㌧

マカロニ、
スパゲティ

30円/kg 11年目に無税 －

ビスケット 13%、15% ６年目に無税 －

注：１）いった小麦とは、小麦をいったものであり、主にシリアル食品等に使用される。

２）その他小麦粉調製品とは、製麺、まんじゅう等のベーカリー製品以外の製造用の

小麦粉調製品である。
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○ 今後の対策

○ 経営所得安定対策の概要

（※）政府が実需者に販売する際に上乗せする額

外国産麦輸入価格

９年目発効時

マークアップ ▲45％

一般会計

確実に再生産が可能となるよう、必要
な財源を確保しつつ国産麦の安定供
給を図ります。

○経営安定・安定供給のための備え（重要５品目関連）（麦）
・ マークアップの引下げやそれに伴う国産麦価格が下落するおそ
れがある中で、国産麦の安定供給を図るため、引き続き、経営所
得安定対策を着実に実施する。

・日ＥＵ・ＥＰＡにおけるパスタ・菓子等の関税撤廃等に関して、
国境措置の整合性確保の観点から、小麦のマークアップの実質的
撤廃（パスタ原料）・引下げを行う。また、菓子・パスタ製造業
等を特定農産加工業経営改善臨時措置法に基づく支援措置の対象
に追加する。

○ 農林水産分野の対策の財源については、ＴＰＰ等が発効し関税
削減プロセスが実施されていく中で将来的に麦のマークアップや
牛肉の関税が減少することにも鑑み、既存の農林水産予算に支障
を来さないよう政府全体で責任を持って毎年の予算編成過程で確
保するものとする。

図Ⅴ－１ 総合的なＴＰＰ等関連政策大綱（平成27年11月25日TPP総
合対策本部決定）のポイント

マークアップの引下げやそれに伴う国産麦価格が下落する
おそれがある中で、引き続き、経営所得安定対策を着実に実
施します。

確実に再生産が可能となるよう、必要な財源を確保しつつ
国産麦の安定供給を図ります。

図Ⅴ－２ 経営安定・安定供給のための備え（麦）３ 麦に関する対策

平成29年11月24日にＴＰＰ総合対策本部が決定した「総
合的なＴＰＰ等関連政策大綱」においては、「マークアッ
プの引下げやそれに伴う国産麦価格が下落するおそれがあ
る中で、国産麦の安定供給を図るため、引き続き、経営所
得安定対策を着実に実施する」こととされています。この
ため、同大綱を踏まえ、確実に再生産が可能となるよう、
必要な財源を確保しつつ国産麦の安定供給を図ることとし
ています。

また、日ＥＵ・ＥＰＡにおけるパスタ・菓子等の関税撤
廃等に関して、国境措置の整合性の観点から、小麦のマー
クアップの実質的撤廃（パスタ原料）・引下げを行うこと
としています。

更に、菓子・パスタ製造業等を特定農産加工業経営改善
臨時措置法に基づく支援措置の対象に追加することとして
います（図Ⅴ－１、図Ⅴ－２）。

- 38 -



（参考） 麦の国境措置

小 麦 大 麦

輸入数量

価格

輸入数量

価格

政府売渡価格

マークアップ
（輸入差益）※

※45.2円/kgを上限

輸入価格

（枠内税率０円/kg）

枠内輸入（国家貿易） 枠外輸入

（民間貿易）
枠外税率を支払っ
て輸入された数量
(平成28年度)
1.6千トン

ＷＴＯカレント・アクセス数量
5,740千トン

枠外税率
55円／㎏

政府売渡価格

輸入価格
（枠内税率０円/kg）

ＷＴＯカレント・アクセス数量
1,369千トン

枠内輸入（国家貿易） 枠外輸入
（民間貿易）

枠外税率を支払っ
て輸入された数量
(平成28年度)
0.5千トン

枠外税率
39円／㎏

民間貿易の場合
の輸入価格

民間貿易の場合
の輸入価格

※28.6円/kgを上限

マークアップ
（輸入差益）※
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